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○ は じ め に
相馬港湾２号埠頭では相馬港湾事務所浅野所長
から被害状況の説明があった。防波堤の被害総額
は４１５億円と見られ，岸壁から１００ｍ程の所に，５０
ｔもの防波堤の一部が津波で打ち上げられている
のが見られた。テレビに見るのと実際の津波の破
壊力の大きさの違いがまざまざと実感された。ま
た，破損された岸壁には船舶を停泊するための臨
時的処置として北海道開発局から提供された幅２４
ｍ，奥行き８０ｍメガフロートが浮いていた。この
地点での放射線サーベイメーターの値は０．１８４シ
ーベルトであった。さらに県道７４号線，通称浜通
りを南下して松川浦漁港に立ち寄り，相馬原釜漁
港施設を視察する。ここでも防波堤が壊滅的な被
害を受け，漁業の再開が難しい現状の説明があっ
た。次いで八沢地区に入り，車中から視察を行う。
八沢地区は干拓地で排水機場が破壊され，大量
の海水が貯まったままで，農業の再開の見通しが
全く立たない状況であった。その後，南相馬合同
庁舎で短時間休んだ後，計画的避難区域に指定さ
れている飯舘村を通り，福島県庁へと向かった。
飯舘村は全村避難しており，無人化していた。
福島県庁には大きな被害は見られないものの，
所々にひび割れが入っていた。県庁での面談には
福島県側からは佐藤雄平知事，長門昭夫直轄理事，
佐藤節夫生活環境部長，阿久津文作保健福祉部長，
樵隆男知事公室長が出席された。面談に先立ち，
福井大学の学生と教職員で集めた見舞金を私から
知事に手渡す。佐藤知事からは次のような発言が
あった。
今，福島県は正に四重苦の状況にあるが，この
震災直後に西川一誠福井県知事が来県され，今回
また福井大学も即座に調査団を派遣して頂き，感
謝申し上げる。これから復興に向かっていく状況
になりつつあるが，原子力災害については極めて
厳しい状況の中で様々な判断が必要とされている。
今日で７５日となるが，殆ど原子力事故の対応に追
われており，また新しい局面が次々と出てきてい
る。避難対策，原発事故による漁業被害に始まり，
工業被害，農業被害，学校の校庭の放射能汚染の
問題等，毎日新しい課題が生まれているが，課題
への対応が広範囲に及び，長期間になることを踏
まえながら，復興という方向にむけてスタートし
た。地元には福島大学，福島県立医科大学があり，
協働の中でよろしくお願いしたい。また対策等，
課題解決に協力して頂きたい。
これに対して，私から今回の調査目的を説明後，
次のようにお伝えした。
急性期から慢性的な状況へと新たな問題が展開
している中で，放射能汚染の問題，心の問題，災
害看護の問題，スクリーニングの人材派遣等にお
いて，福井大学が今後どのような支援をさせて頂
けるかをお伺いしたい。また１４基の原子力発電所
が立地する福井県において，福井大学は附属国際
原子力工学研究所を擁しており，今回の原発事故
を契機に，原発の防災と危機管理が人類の課題だ
と考え，この領域を新しい部門として設置し，同
時に福島県の現状に少しでも役立ちたいと考えて
いる。
佐藤知事との面談後，福井新聞及び地方紙（福
島民友，福島民報）の記者の取材に応じ，その結
果が同日の各紙に大きく報じられた。その後，調
査団の各メンバーは「福島県への調査団派遣報告」
の１０頁にある各々の調査目的に従って，調査を実
施した。各調査メンバーの調査結果と見解等を「福
島県への調査団派遣報告」の８～９頁にまとめて
示す。
これらの調査結果を踏まえた福井大学としての
今後の対応方針について，
１）被災地への長期的な復興支援（「福島県への
調査団派遣報告（９頁）」参照）
２）原子力の防災・危機管理，及び緊急被曝医療
等に関する機能強化（「福島県への調査団派遣
報告（９頁）」参照）
として取りまとめた。
福島県知事からの手紙
今回の福島調査団派遣に対し，後日（平成２３年
６月），佐藤雄平福島県知事より，丁寧な礼状が
私宛に届けられた。
東日本大震災から３ヶ月余りとなりました。福
島県は，地震と津波で多くの尊い命，財産を失い，
更に原発の事故，風評被害を加えた「四重苦」が
現在も続いています。こうした中，県民が一丸と
なって必死にこの難局に立ち向かっています。
貴大学におかれましては，これまでの間，スク
リーニング等様々な面で多大な御支援を頂き，福
島県民を代表して心から御礼申し上げます。お陰
様で，県民も少しずつ元気を取り戻し，経済活動
でも農産物の出荷制限解除や企業の操業再開等，
明るい話題も増えてまいりました。復旧，復興に
は長い時間が必要となるかも知れませんが，「新
生ふくしま」に向け，一歩一歩力強く，粘り強く
歩んでまいります。
この度の温かい御厚情に対し，略儀乍ら書中を
もって御礼申し上げますと共に，貴大学の益々の
御発展をお祈り申し上げます。
更に，平成２３年６月１３日付で福島県知事より福
井大学が行う福島県への復興支援についての依頼
があり，その内容は平成２３年度放射性物質除去・
低減技術開発事業（水産分野）に係る支援で，具
体的には同事業により実施する試験研究課題にお
いて，必要とされる試料の分析，同事業により実
施する試験研究課題への技術的な助言とあった。
この研究には，薬理学の西宗敦史助教と高エネ
ルギー医学研究センターの岡沢秀彦センター長が
あたって頂いている。水産分野の放射性物質が海
面漁業に与える影響の調査のうち，「生態特性に
応じた蓄積過程の解明」と「放射性物質の局在性
に関する調査」の２試験研究課題の依頼であった。
この研究は，ゲルマニウム検出器を用い，ガンマ
線スペクトロメトリにより水産物中の１３４Cs，１７
７Csの定量測定を行うもので，コントロールと
なる密封線源購入等の費用を全学で支援した他，
本研究は国大協による平成２３年度震災復興・日本
再生支援事業に採択された。
国立大学が総力で復興支援を提言
福井大学がこれまで行ってきた被災地の支援は，
これに限らず「東日本大震災に係るこれまでの支
援活動状況（平成２４年２月１０日現在）」（１４頁）に
示す如く，多岐に渡っている。中でも特記すべき
は，福島第一原発から南へ２０キロの大型スポーツ
施設「Ｊヴィレッジ」に置かれた救護所における
緊急被曝医療チームの活動である。現場は救急に
も被曝にも対応できる医師が必要であり，国の要
請を受けて本学附属病院の寺沢秀一教授が自衛隊
ヘリで現地入りしたのが３月１３日であった。全国
から１５人の適格者が集められ，その内７人が福井
からであった。３号機の水素爆発で汚染した自衛
隊員を放射線医学総合研究所に搬送するのに付き
添ったのも寺沢教授の指導を受けた医師であった。
この経緯については，昨年１１月２１日付の朝日新聞
に大きく詳細にわたり報道され，福島での緊急被
曝医療に果した福井大学の功績が初めて社会に広
く知られることとなった。
以上，福島県に調査団を派遣したり，大学とし
て可能な被災地支援を行ってきたが，充分とは程
遠く，単発的でボランティアによるものが殆どで
あることは反省すべきであると感じている。実は
平成２３年６月２日付で福井大学長の名前で国大協
経営委員会委員長宛に「東日本大震災への対応に
ついて」と，次の提言を行っている。
今回の東日本大震災による復興には，長い年月
が必要とされ，国立大学は総力を挙げて，この復
興支援に関わるべきであり，その姿勢を社会に明
確に示すべきである。このためには，まず各国立
大学が個別に東日本大震災による被災地の復興支
援にあたるのではなく，国民に見えやすい形で，
国立大学全体で長期的な支援を可能とする体制を
構築し，役割分担を行った上で，支援を行うこと
が適切と考えられる。
具体的には，国大協に臨時の復興支援特別部会
を設け，関連する学会等とも連携をとりつつ，全
国立大学のブレーン（教員）を募り，目的別にグ
ループ化し，被災地の復興支援を継続的，長期的
に進める体制を整えることが考えられる。
例えば津波被災地域の市町村復興計画が多数の
地域で今後必要となることが考えられ，都市計画，
防災，建築・建設の全国の教員がグループを形成
・分担し，各地域のブレーンとして支援をすすめ
る。全体として復興計画が必要な市町村にあまね
く国立大学の教員が支援を行う体制の実現も可能
となり，国立大学の復興への力強い支援が国民に
も分かり易い形で実施できるのではないかと考え
られる。
しかし，国大協の経営委員会でも，理事会でも，
殆ど賛同が得られなかったことは誠に残念である。
今回の大震災・大津波の予知も出来ず，原発事故
も想定外として未だ収束が見られず，復旧・復興
にも単発的にしか貢献できていないとすると，自
然科学・人文科学及び，その知の拠点としての大
学に対する信頼が失われても当然と言えるでしょ
う。今からでも間に合う可能性があり，今回の福
島調査団の成果をより効果的にするための全学的
取組みの可能性を更に探る努力を続けて行きたい。
津波で相馬港に打ち上げられた防波堤の一部
佐藤福島県知事との面談（福島県庁）
